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福島県行財政改革プラン新旧対照表 

 
 

掲載場所 新 旧 

第１-３-

（3）、(4) 

（3）取組項目等 
  項目 項目の内容 数 

取組項目  ○ 取組の柱の達成に資する取組 39個 

取組内容  ○ 上記取組の具体的な内容 94個 

成果目標 

 

 ○ 取組における達成すべき目標、目指すべき目標 

   （成果目標を踏まえ、毎年度の取組を評価） 

39個 

 

指 標  ○ 取組の成果、達成状況を測るもの 30個 

 

（4）行革プランの全体像 

 

（3）取組項目等 
  項目 項目の内容 数 

取組項目  ○ 取組の柱の達成に資する取組 39個 

取組内容  ○ 上記取組の具体的な内容 94個 

成果目標 

 

 ○ 取組における達成すべき目標、目指すべき目標 

   （成果目標を踏まえ、毎年度の取組を評価） 

39個 

 

指 標  ○ 取組の成果、達成状況を測るもの 29個 

 

（4）行革プランの全体像 
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掲載場所 新 旧 

第 2-Ⅲ-i 

≪指標≫ 

≪指標≫（Ⅲ－ⅰ 業務の抜本的な見直し） 

指標名
 基準値 

（基準年等） 

目標値 

（目標年等） 

アナログ規制の見直し総件数 ― 
66 件 

(R7年度) 

行政手続のオンライン利用率（※）
 48.2% 

(R3年度) 

80.0% 

(R7年度) 

ＲＰＡの導入により削減される業務時間
 約 9,800時間 

(R3年度) 

約 16,200 時間 

(R7年度) 

コピー用紙購入量（本庁（知事部局））
 40 百万枚 

(R2年度) 

12 百万枚 

(R7年度) 

※ 国の「デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和３年 12 月 24 日閣

議決定）」で定める「地方公共団体が優先的にオンライン化を推進すべ

き手続」に係る総務省調査を基に算出するオンライン申請の利用率（県・

市町村分）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪指標≫（Ⅲ－ⅰ 業務の抜本的な見直し） 

指標名
 基準値 

（基準年等） 

目標値 

（目標年等） 

アナログ規制の見直し総件数 ― 
66 件 

(R7年度) 

行政手続のオンライン利用率（※）
 48.2% 

(R3年度) 

80.0% 

(R7年度) 

ＲＰＡの導入により削減される業務時間
 約 9,800時間 

(R3年度) 

約 16,200 時間 

(R7年度) 

コピー用紙購入量（本庁（知事部局））
 40 百万枚 

(R2年度) 

12 百万枚 

(R7年度) 

※ 国の「デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和３年 12 月 24 日閣

議決定）」で定める「地方公共団体が優先的にオンライン化を推進すべ

き手続」に係る総務省調査を基に算出するオンライン申請の利用率（県・

市町村分）。 
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掲載場所 新 旧 

第 2-Ⅲ-

ⅱ 

≪指標≫ 

≪指標≫（Ⅲ－ⅱ 職員が能力を発揮できる職場づくり） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標名
 基準値 

（基準年等） 

目標値 

（目標年等） 

職員一人当たりの月平均超過勤務時間数
 17.8 時間 

(※1) 

16.0 時間以下 

(R7年度) 

年次有給休暇取得日数（取得率）
 11.5 日(57.5%) 

(R2年) 

12 日(60.0%) 

(R7年) 

職員の職場満足度（※2）
 

-
 

 

４以上 

(R7年度) 

男性職員の育児休業の取得率（知事部局）
 30.4% 

(R2年度) 

100% 

（1週間以上の

取得率） 

(R7年度) 

県（知事部局）の管理職における女性職員

の割合（副課長相当職以上の女性管理職） 

9.1% 

(R3年度) 

15.0% 

(R7年度) 

評価者研修の理解度
 -

 100% 

(R7年度) 

※1 R 元年度と R2 年度の平均値 

※2 仕事のやりがいや職場環境等に関する職員の満足度を職員アンケー

ト（５段階評価）により調査 

 

≪指標≫（Ⅲ－ⅱ 職員が能力を発揮できる職場づくり） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標名
 基準値 

（基準年等） 

目標値 

（目標年等） 

職員一人当たりの月平均超過勤務時間数
 17.8 時間 

(※1) 

16.0 時間以下 

(R7年度) 

年次有給休暇取得日数（取得率）
 11.5 日(57.5%) 

(R2年) 

12 日(60.0%) 

(R7年) 

職員の職場満足度（※2）
 

-
 

 

４以上 

(R7年度) 

男性職員の育児休業の取得率（知事部局）
 30.4% 

(R2年度) 

100% 

（1週間以上 

の取得率） 

(R7年度) 

県（知事部局）の管理職における女性職員

の割合（副課長相当職以上の女性管理職） 

9.1% 

(R3年度) 

12.0% 

(R7年度) 

評価者研修の理解度
 -

 90% 

(R7年度) 

※1 R 元年度と R2 年度の平均値 

※2 仕事のやりがいや職場環境等に関する職員の満足度を職員アンケー

ト（５段階評価）により調査 
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掲載場所 新 旧 

第 2-Ⅲ-

ⅳ 

≪指標≫ 

≪指標≫（Ⅲ－ⅳ 財政健全性の確保） 

指標名
 基準値 

（基準年等） 

目標値 

（目標年等） 

将来負担比率（※1）
 類似県(※2) 

の平均値 

基準値を 

下回る 

(毎年度) 

県税徴収率
 98.04% 

(R3年度) 

98.61% 

(R7年度) 

県有財産の活用による広告事業及び貸

付事業等の収入
 

142,187 千円 

(R3年度) 

185,896 千円 

(R7年度) 

事務事業の見直しによる歳出削減額
 10 億円 

(R2年度) 

10 億円以上 

(毎年度) 

※1 地方公共団体の借入金（地方債）など現在抱えている負債の大きさ

を財政規模に対する割合で表したもので、将来、財政を圧迫する可能

性の度合いを示す指標といえる。 

※2 総務省が毎年度、道府県を財政力指数の高低により５つに分類する

グループのうち、本県が属するグループの全団体（21 団体 ※令和元年

度財政状況資料集より）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪指標≫（Ⅲ－ⅳ 財政健全性の確保） 

指標名
 基準値 

（基準年等） 

目標値 

（目標年等） 

将来負担比率（※1）
 類似県(※2) 

の平均値 

基準値を 

下回る 

(毎年度) 

県税徴収率
 98.04% 

(R3年度) 

98.08% 

(R7年度) 

県有財産の活用による広告事業及び貸

付事業等の収入
 

142,187 千円 

(R3年度) 

152,307 千円 

(R7年度) 

事務事業の見直しによる歳出削減額
 10 億円 

(R2年度) 

10 億円以上 

(毎年度) 

※1 地方公共団体の借入金（地方債）など現在抱えている負債の大きさ

を財政規模に対する割合で表したもので、将来、財政を圧迫する可能

性の度合いを示す指標といえる。 

※2 総務省が毎年度、道府県を財政力指数の高低により５つに分類する

グループのうち、本県が属するグループの全団体（21 団体 ※令和元

年度財政状況資料集より）。 
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掲載場所 新 旧 

第 2-Ⅲ-

ⅴ 

取組項目 4 

 

取組項目４ 地方公営企業における健全な財政運営 

○ 企業局事業については、「福島県企業局経営戦略（工業用

水道事業）」に基づき、施設の適切な維持管理等により工業

用水の安定供給の確保を図るとともに、新たな需要開拓や

効率的な事業運営を推進し、経営基盤の安定に努めます。 

○ 「ふくしま県立病院事業改革プラン」に基づき、地域住民

の健康をしっかりと守ることのできる質の高い医療の安定

的な提供と、病院経営の効率化に向けた取組を進めます。 

 【主な関係課室 行政経営課、病院局、企業局】 

＜取組内容＞ 

 ○ 企業局事業の見直し 

    ・ 経営基盤の安定を図るため、「福島県企業局経営戦略（工

業用水道事業）」     に基づき、施設の適切な維持管

理や計画的な更新により安定供給の確保に努めるととも

に、新たな需要の開拓や経費の節減などにより、効率的な

事業運営を進め、経営の健全性確保に努めます。 

 

 

 

 

 

取組項目４ 地方公営企業における健全な財政運営 

○ 企業局事業については、「企業局事業見直し実行計画」  

に基づき、施設の適切な維持管理等により工業

用水の安定供給の確保を図るとともに、新たな需要開拓や

効率的な事業運営を推進し、経営基盤の安定に努めます 

○ 「ふくしま県立病院事業改革プラン」に基づき、地域住民

の健康をしっかりと守ることのできる質の高い医療の安定

的な提供と、病院経営の効率化に向けた取組を進めます。 

 【主な関係課室 行政経営課、病院局、企業局】 

＜取組内容＞ 

 ○ 企業局事業の見直し 

    ・ 経営基盤の安定を図るため、「企業局事業見直し実行計

画」「県企業局経営戦略」に基づき、施設の適切な維持管

理や計画的な更新により安定供給の確保に努めるととも

に、新たな需要の開拓や経費の節減などにより、効率的な

事業運営を進め、経営の健全性確保に努めます。 
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掲載場所 新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2-Ⅲ-

ⅴ 

≪指標≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 県立病院改革の推進 

  ・ 病院経営の効率化を図るため、「県立病院事業経営強化

プラン」  に基づき、医療機能の充実等による収益の確

保や適正な人員配置等による費用の削減に向けた取組を 

徹底するとともに、政策医療経費の一般会計からの繰入れ

や補助金等による運営経費の確保に努めます。 

 

 

≪指標≫（Ⅲ－ⅴ その他） 

指標名
 基準値 

（基準年等） 

目標値 

（目標年等） 

市町村への移譲権限数
 1,756 件 

(R3年度) 

1,832 件 

(R7年度) 

県有財産の活用による広告事業及び

貸付事業等の収入(再掲) 

142,187 千円 

(R3年度) 

185,896 千円 

(R7年度) 

「公社等外郭団体見直し実行計画」に

基づく点検評価団体数
 

18 団体
 

(R3年度) 

基準値よりも 

増加しない 

(毎年度) 

「第三セクター見直しに関する実行計

画」に基づく点検評価団体数
 

８団体
 

(R3年度) 

基準値よりも 

増加しない 

(毎年度) 

総合計画の指標の達成状況
 48.6% 

(R4年度) 

68.1% 

(R7年度) 
 

○ 県立病院改革の推進 

  ・ 病院経営の効率化を図るため、「ふくしま県立病院事業

改革プラン」に基づき、医療機能の充実等による収益の確

保や適正な人員配置等による費用の削減に向けた取組を

徹底するとともに、政策医療経費の一般会計からの繰入れ

や補助金等による運営経費の確保に努めます。 

 

 

≪指標≫（Ⅲ－ⅴ その他） 

指標名
 基準値 

（基準年等） 

目標値 

（目標年等） 

市町村への移譲権限数
 1,756 件 

(R3年度) 

1,832 件 

(R7年度) 

県有財産の活用による広告事業及び

貸付事業等の収入(再掲) 

142,187 千円 

(R3年度) 

152,307 千円 

(R7年度) 

「公社等外郭団体見直し実行計画」に

基づく点検評価団体数
 

18 団体
 

(R3年度) 

基準値よりも 

増加しない 

(毎年度) 

「第三セクター見直しに関する実行計

画」に基づく点検評価団体数
 

８団体
 

(R3年度) 

基準値よりも 

増加しない 

(毎年度) 

総合計画の指標の達成状況
 70.6% 

(R2年度) 

83.8% 

(R7年度) 
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掲載場所 新 旧 

≪参考資

料≫ 
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掲載場所 新 旧 
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